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○風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行手続に関する訓令 

平成11年３月30日 

本部訓令第11号 

改正 平成13年４月４日本部訓令第16号 

平成14年５月17日本部訓令第11号 

平成20年６月17日本部訓令第18号 

平成28年６月23日本部訓令第11号 

平成28年12月16日本部訓令第22号 

令和３年８月31日本部訓令第11号 

令和５年２月14日本部訓令第３号 

注 平成28年６月から改正経過を注記した。 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行手続（昭和60年４月本部訓令第

８号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律

第122号。以下「法」という。）、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施

行規則（昭和60年国家公安委員会規則第１号。以下「施行規則」という。）、風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例（昭和59年12月県条例第38号。以下

「条例」という。）及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の施行に関す

る規則（昭和60年３月県公安委員会規則第４号。以下「公安委員会規則」という。）の

施行に係る手続に関し必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（同時申請等の取扱い） 

第２条 警察署長（以下「署長」という。）は、施行規則第１条第２項の規定により申請書

等を受理した場合は、当該申請書等に係る営業所又は事務所の所在地の所轄署長に、当該

申請書等を送付するものとする。施行規則第18条（施行規則第86条において準用する場

合を含む。）又は第23条（施行規則第26条第３項、第91条及び第94条第３項において準

用する場合を含む。）の規定により許可証等を受理した場合についても同様とする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（風俗営業等の許可申請） 

第３条 署長は、法第５条第１項（法第31条の23において準用する場合を含む。）に規定
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する許可申請書を受理した場合は、その許可に関し必要な調査を行い、当該許可申請書を

警察本部長（以下「本部長」という。）に進達するものとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（風俗営業等の許可） 

第４条 署長は、本部長から前条の規定により進達した許可申請書に係る許可証又は不許可

通知書の送付を受けた場合は、申請者に交付するものとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（移動風俗営業、臨時風俗営業等の許可） 

第５条 前２条の規定にかかわらず、署長は、条例第２条第５号の移動風俗営業、同条第６

号の臨時風俗営業及び３月以内の期間を限って営む特定遊興飲食店営業に係る許可申請

書を受理した場合は、その許可に関し必要な調査を行い、許可するときは許可証を作成し、

申請者に交付するものとする。 

２ 署長は、前項の調査の結果、許可すべきでないと認める場合は、当該許可申請書を本部

長に副申するものとする。 

３ 署長は、本部長から前項の規定により副申した許可申請書に係る不許可通知書の送付を

受けた場合は、当該通知書を申請者に交付するものとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（許可証の再交付） 

第６条 署長は、施行規則第12条（施行規則第80条において準用する場合を含む。）に規

定する許可証再交付申請書を受理した場合は、許可証を作成し、申請者に交付するものと

する。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（相続、法人の合併及び法人の分割の承認） 

第７条 署長は、施行規則第13条第１項（施行規則第81条において準用する場合を含む。）

に規定する相続承認申請書、施行規則第14条第１項（施行規則第82条において準用する

場合を含む。）に規定する合併承認申請書又は施行規則第15条第１項（施行規則第83条

において準用する場合を含む。）に規定する分割承認申請書を受理した場合は、その承認

に関し必要な調査を行い、承認するときは承認通知書を作成し、申請者に交付するものと

する。 

２ 署長は、前項の調査の結果、承認すべきでないと認める場合は、当該承認申請書を本部

長に副申するものとする。 
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３ 署長は、本部長から前項の規定により副申した承認申請書に係る不承認通知書の送付を

受けた場合は、当該通知書を申請者に交付するものとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（許可証の書換え） 

第８条 署長は、施行規則第17条（施行規則第85条において準用する場合を含む。）に規

定する書換え申請書を受理した場合は、許可証に所要事項を記載して申請者に交付するも

のとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（構造設備の変更） 

第９条 署長は、施行規則第19条第１項（法第20条第10項において準用する場合を除く。）

及び施行規則第87条第１項に規定する変更承認申請書を受理した場合は、その承認に関

し必要な調査を行い、承認するときは承認通知書を作成し、申請者に交付するものとする。 

２ 署長は、前項の調査の結果、承認すべきでないと認める場合は、当該変更承認申請書を

本部長に副申するものとする。 

３ 署長は、本部長から前項の規定により副申した変更承認申請書に係る不承認通知書の送

付を受けた場合は、当該通知書を申請者に交付するものとする。 

４ 前条の規定は、法第９条第４項（法第31条の23において準用する場合を含む。）の規

定による許可証の書換えについて準用する。 

（全部改正〔平成28年本部訓令11号〕、一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（遊技機の増設、交替その他の変更） 

第９条の２ 署長は、施行規則第19条第１項（法第20条第10項において準用する場合に限

る。）に規定する変更承認申請書を受理した場合は、その承認に関し必要な調査を行い、

承認するときは承認通知書を、承認しないときは不承認通知書を作成し、申請者に交付す

るものとする。 

（追加〔平成28年本部訓令11号〕、一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（返納された許可証の取扱い） 

第10条 署長は、法第７条第６項（法第31条の23において準用する場合を含む。）、第10

条第１項（法第31条の23において準用する場合を含む。）及び第10条第３項（法第31条

の23において準用する場合を含む。）の規定により許可証の返納を受けた場合は、当該

許可証を本部長に送付するものとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 
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（特例風俗営業者等の認定） 

第11条 第３条及び第４条の規定は、法第10条の２第１項（法第31条の23において準用す

る場合を含む。）に規定する特例風俗営業者等の認定について準用する。この場合におい

て、第３条中「法第５条第１項（法第31条の23において準用する場合を含む。）に規定

する許可申請書」とあるのは「法第10条の２第２項（法第31条の23において準用する場

合を含む。）に規定する認定申請書」と読み替えるものとする。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号〕） 

（認定証の再交付等） 

第12条 署長は、法第10条の２第３項（法第31条の23において準用する場合を含む。）に

規定する認定証の記載事項に変更が生じた場合は、認定証に所要事項を記載して申請者に

交付するものとする。 

２ 署長は、施行規則第26条第３項において準用する施行規則第23条に規定する認定証再

交付申請書又は施行規則第94条第３項において準用する施行規則第12条に規定する認定

証再交付申請書を受理した場合は、認定証を作成して申請者に交付するものとする。 

３ 第10条の規定は、法第10条の２第７項（法第31条の23において準用する場合を含む。）

及び第10条の２第９項（法第31条の23において準用する場合を含む。）の規定により返

納された認定証について準用する。 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（風俗営業等許可台帳） 

第13条 本部長は、法第５条第２項（法第31条の23において準用する場合を含む。）の許

可証又は法第10条の２第３項（法第31条の23において準用する場合を含む。）の認定証

を作成するときは、風俗営業等許可（認定）番号台帳（別記様式第３号）に登載するもの

とする。 

２ 署長は、前項の許可証又は認定証を交付したときは、風俗営業等許可台帳（別記様式第

４号）に登載するものとする。 

３ 署長は、前項に規定する場合のほか、次に掲げる場合は、風俗営業等許可台帳に所要事

項を記載するものとする。 

(１) 第７条の規定により相続、法人の合併及び法人の分割の承認をした場合 

(２) 第８条の規定により許可証の書換えをした場合 

(３) 第９条の規定により構造及び設備の変更の承認並びに許可証の書換えをした場合 

(４) 前条の規定により認定証の再交付をした場合 
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(５) 法第24条第６項（法第31条の23において準用する場合を含む。）の規定により管理

者講習を受講した場合 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号・令和５年３号〕） 

（性風俗関連特殊営業の開始等の届出） 

第14条 署長は、法第27条第１項、第31条の２第１項、第31条の７第１項、第31条の12第

１項及び第31条の17第１項に規定する届出書を受理した場合は、性風俗関連特殊営業届

出台帳（別記様式第６号）に登載するものとする。 

２ 署長は、法第27条第２項（法第31条の12第２項において準用する場合を含む。）及び

第31条の２第２項（法第31条の７第２項及び第31条の17第２項において準用する場合を

含む。）に規定する届出書を受理した場合は、性風俗関連特殊営業届出台帳に所要事項を

記載するものとする。 

３ 署長は、法第27条第４項（法第31条の12第２項において準用する場合を含む。）及び

第31条の２第４項（法第31条の７第２項及び第31条の17第２項において準用する場合を

含む。）に規定する届出書確認書を交付した場合は、性風俗関連特殊営業届出台帳に所要

事項を記載するものとする。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（深夜酒類提供飲食店営業の開始等の届出） 

第15条 署長は、法第33条第１項に規定する届出書を受理した場合は、深夜酒類提供飲食

店営業届出台帳（別記様式第６号の２）に登載するものとする。 

２ 署長は、法第33条第２項に規定する届出書を受理した場合は、前項の台帳に所要事項

を記載するものとする。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

第16条 削除 

（削除〔令和５年本部訓令３号〕） 

（行政処分事由該当事案の通報及び行政処分の上申） 

第17条 署長は、行政処分事由に該当する事案を認知した場合は、当該営業に係る営業所

又は事務所の所在地の所轄署長に、行政処分事由該当事案通報書（別記様式第７号）によ

り通報するものとする。 

２ 行政処分事由該当事案に係る営業所又は事務所の所在地の所轄署長は、取消し、営業停

止命令、営業廃止命令及び営業禁止命令を行う必要があると認める場合は、行政処分上申

書（別記様式第７号の２）に疎明資料を添えて本部長に上申するものとする。 
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（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（無店舗型性風俗営業等に係る広告物の除却） 

第18条 署長は、法第31条の４第２項及び法第31条の19第２項の規定により無店舗型性風

俗特殊営業及び無店舗型電話異性紹介営業に係る広告物を除却しようとする場合は、あら

かじめ違反広告物状況報告書（別記様式第８号）により本部長に報告するものとする。 

２ 署長は、前項の広告物を除却する場合は、可能な限り立会人を得て写真撮影をし、除却

の終了後、違反広告物除却結果報告書（別記様式第９号）により本部長に報告するものと

する。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（立入り） 

第19条 警察職員は、法第37条第２項の規定により立入りを行った場合は、立入検査等結

果報告書（別記様式第10号）により署長に報告するものとする。 

（全部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

（風俗環境保全協議会委員の推薦等） 

第20条 条例第12条の２の規定により風俗環境保全協議会を置く地域（以下「設置地域」

という。）の所轄署長は、施行規則第110条及び公安委員会規則第９条の４の規定により

山形県公安委員会が委嘱する風俗環境保全協議会の委員（以下「協議会委員」という。）

として適任と認める者を、風俗環境保全協議会委員推薦書（別記様式第12号）により推

薦するものとする。 

２ 設置地域の所轄署長は、協議会委員にふさわしくない非行があると認めたときその他特

別の理由があるときは、風俗環境保全協議会委員解職上申書（別記様式第13号）により

解職を上申するものとする。 

３ 設置地域の所轄署長は、協議会委員から公安委員会規則第９条の５の規定による辞職の

申出を受けた場合は、当該協議会委員に、辞職申出書（別記様式第14号）を提出させる

ものとする。 

（追加〔平成28年本部訓令22号〕、一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

附 則 

この訓令は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年６月23日本部訓令第11号） 

この訓令は、制定の日から施行する。 

附 則（平成28年12月16日本部訓令第22号） 
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この訓令は、制定の日から施行する。 

附 則（令和３年８月31日本部訓令第11号） 

１ この訓令は、令和３年９月１日から施行する。 

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式による用紙については、当分

の間、使用することができる。 

附 則（令和５年２月14日本部訓令第３号） 

１ この訓令は、制定の日から施行する。 

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式による用紙については、当分

の間、使用することができる。 
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別記様式第１号 削除 

（削除〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第２号 削除 

（削除〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第３号（第13条関係） 

（全部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第４号（第13条関係） 

（全部改正〔平成28年本部訓令11号〕、一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第５号 削除 

（削除〔平成28年本部訓令11号〕） 

様式第６号（第14条関係） 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第６号の２（第15条関係） 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第７号（第17条関係） 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号〕） 

様式第７号の２（第17条関係） 

（一部改正〔平成28年本部訓令11号〕） 

様式第８号（第18条関係） 

様式第９号（第18条関係） 

様式第10号（第19条関係） 

（全部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第11号 削除 

（削除〔令和５年本部訓令３号〕） 

様式第12号（第20条関係） 

（追加〔平成28年本部訓令22号〕） 

様式第13号（第20条関係） 

（追加〔平成28年本部訓令22号〕） 

様式第14号（第20条関係） 

（追加〔平成28年本部訓令22号〕、一部改正〔令和３年本部訓令11号〕） 

 


